
大阪市こども・子育て支援計画

平成2７年度　個別の取組実施状況一覧表

大阪市



目次 　

ページ

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します 1

（１）社会の中で自立して生きる基盤となる力の育成 1

　施策目標１　乳幼児期からの生きる力の基礎を着実に育成します 1

1新たな幼児カリキュラムの普及・活用 1

2家庭教育充実促進事業 1

3家庭教育振興事業 1

　施策目標２　健康や体力を維持増進する力を育成します 1

4感染症に関する正確な知識の普及啓発 1

5学校園における感染症予防の推進 1

6学校教育等におけるエイズ・性感染症予防に関する取組の推進 1

7思春期問題相談 1

8薬物関連問題相談 1

9たばこに関する正しい知識の普及啓発 1

10食に関する相談や指導の推進 2

11食に関する情報や学習機会の提供 2

12保育所等における食育の推進 2

13幼稚園における食育の推進 2

14学校における食育の推進 2

15大阪東部いきいき市場・夏休み子ども市場体験ツアー 2

16地域スポーツ施設の管理運営 2

17トップアスリートによる「夢･授業」 2

18「子どもの体力づくり強化プラン」の推進 3

19部活動の改革 3

　施策目標３　学習意欲を高め確かな学力を向上します 3

20ICTを活用した教育の促進 3

21習熟度別少人数授業など個に応じた指導の充実 3

22学習サポーターの配置 3

23英語教育の強化 3

24言語力の向上支援事業 3

25学校図書館の活性化 4

26図書館を生かした読書環境や学習環境の充実 4

27理科支援員配置事業 4

28放課後ステップアップ事業 4



29学習教材データの配信 4

30学校キャラバン隊の派遣 4

31小中一貫した教育の推進 4

　施策目標４　社会で共に生きていく力を育成します 4

32青少年野外活動施設における事業 4

33道徳教育の推進 4

34人権を尊重する教育の推進 4

35国際理解教育の推進 4

36防災教育の推進 5

37こどもに対する交通安全教育の実施（保育所等） 5

38こどもに対する交通安全教育の実施（幼・小・中学校） 5

39情報モラル向上に向けた取組 5

40消費生活に関する情報や消費者教育にかかる機会の提供 5

41環境教育の推進 6

42ごみ焼却工場の施設を活用しての普及啓発 6

32青少年野外活動施設における事業　〈再掲〉 6

　施策目標５　成長の糧となる多様な体験や学習ができる機会を充実します 6

43学校活性化推進事業 6

44児童いきいき放課後事業 6

45留守家庭児童対策事業 6

46学校における放課後の活動等の実施 6

47地域こども体験学習事業 6

48自動車文庫事業 7

49One　Book　One　OSAKA事業 7

50青少年指導員・青少年福祉委員制度の推進 7

51塾代助成事業 7

52こども　夢・創造プロジェクト事業 7

53こども文化センター事業 7

54青少年センター事業 7

55キッズプラザ大阪 7

56生涯学習センター 7

57こどものためのイベントガイド「タッチ」 7

16地域スポーツ施設の管理運営　〈再掲〉 7

32青少年野外活動施設における事業　〈再掲〉 7

58第一級の芸術にふれる機会の充実 7

59青少年芸術体験事業 7



17トップアスリートによる「夢・授業」　〈再掲〉 7

52こども　夢・創造プロジェクト事業　〈再掲〉 7

　施策目標６　家庭・学校・地域の連携により教育環境を充実します 8

60小学校区教育協議会－はぐくみネット－事業 8

61子どもの読書活動の推進 8

62学校元気アップ地域本部事業 8

63学校協議会 8

64生涯学習ルーム事業 8

65大阪市学校体育施設開放事業 8

66「個別の教育支援計画」の策定 8

67特別支援教育の充実 8

（２）次代を担い、生涯をいきいきと生きる力の育成 8

　施策目標１　役割意識を醸成し、貢献意欲を発揮する社会参画の機会を充実します 8

68おおさか子ども市会 8

　施策目標２　興味や才能を広げ、社会や仲間とつながる機会を充実します 9

69総合型地域スポーツクラブ設立及び活動支援事業 9

16地域スポーツ施設の管理運営　〈再掲〉 9

19部活動の改革　〈再掲〉 9

53こども文化センター事業　〈再掲〉 9

54青少年センター事業　〈再掲〉 9

　施策目標３　個性や創造性を生かした専門分野の知識や技能を高める学習機会を 9

　提供します

70高等学校教育の特色化 9

　

　施策目標４　勤労観・職業観を醸成し、自らの進路を選択･決定する力を育成します 9

71キャリア教育推進事業 9

72進路指導の充実 9

73若者自立支援事業 9

74キャリア形成支援（若者のためのライフデザイン支援事業） 9

75キャリア形成支援（体験型指導プログラムの構築） 9

　施策目標５　社会的自立や職業的自立を支援する仕組みを充実します 9

76しごと情報ひろば総合的就労支援事業 9



　施策目標６　社会人の能力アップや再挑戦を支援する環境を充実します 9

77生涯学習に関する情報提供 9

78図書館におけるレファレンスサービス事業 10

76しごと情報ひろば総合的就労支援事業　〈再掲〉 10

２　安心してこどもを生み、育てられるよう支援する仕組みを充実します 11

（１）安心してこどもを生むことができる仕組みの充実 11

　施策目標１　妊娠中や出産時期のこどもと親の健康を守る仕組みを充実します 11

79妊婦健康診査 11

80周産期緊急医療対策事業 11

81特定不妊治療に対する助成 11

　施策目標２　妊娠中や出産時期からの子育て支援を充実します 11

82母親教室 11

83乳児家庭全戸訪問事業 11

84養育支援訪問事業（専門的家庭訪問支援事業） 11

85産後ケア事業 11

　施策目標３　思春期のこどもの健康を守る取組を充実します 11

86健全母性育成事業　 11

4感染症に関する正確な知識の普及啓発　〈再掲〉 11

5学校園における感染症予防の推進　〈再掲〉 11

6学校教育等におけるエイズ・性感染症予防に関する取組の推進　〈再掲〉 11

7思春期問題相談　〈再掲〉 12

8薬物関連問題相談　〈再掲〉 12

（２）身近な地域における子育て家庭への支援の充実 12

　施策目標１　こどもの健康や安全を守る仕組みを充実します 12

10食に関する相談や指導の推進　〈再掲〉 12

11食に関する情報や学習機会の提供　〈再掲〉 12

12保育所等における食育の推進　〈再掲〉 12

13幼稚園における食育の推進　〈再掲〉 12

14学校における食育の推進　〈再掲〉　 12

15大阪東部いきいき市場・夏休み子ども市場体験ツアー　〈再掲〉 12

87乳児一般健康診査 12

88３か月児・１歳６か月児･３歳児健康診査 12

89こども医療費助成制度 12



90休日・夜間急病診療所の運営事業 12

91救急安心センター事業 12

　施策目標２　子育て不安を軽減し安心して子育てできる取組を充実します 12

92こども相談センターにおける相談や支援 12

93区保健福祉センターにおける相談の充実 13

94地域子育て支援拠点事業 13

95幼稚園における子育て支援・地域との交流活動の実施 13

96男女共同参画センター子育て活動支援館及び子ども・子育てプラザにおける 13

相談等

97利用者支援事業 13

94地域子育て支援拠点事業　〈再掲〉 13

98子育て活動支援事業（子ども・子育てプラザ） 13

99男女共同参画センター子育て活動支援館における人材育成、団体等への指導 13

・助言

100一時預かり事業 13

101病児・病後児保育事業 13

102子どものショートステイ事業 13

103ファミリー・サポート・センター事業 13

104保育料（幼稚園・保育所等）の負担軽減 13

105保育料（私立幼稚園）の負担軽減 14

106教育費等の負担軽減 14

51塾代助成事業　〈再掲〉 14

89こども医療費助成制度　〈再掲〉 14

　施策目標３　ひとり親家庭への支援を充実します 14

107ひとり親家庭等日常生活支援事業 14

108母子生活支援施設 14

109ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業 14

110ひとり親家庭サポーター事業 14

111企業等に対する啓発の促進 14

112広報・啓発活動の推進及び相談・情報提供体制の充実 14

113ひとり親家庭医療費助成制度 14

114相談・情報提供機能の充実 14

110ひとり親家庭サポーター事業　〈再掲〉 14

　施策目標４　障がいのあるこどもと家庭への支援を充実します 14

115４・５歳児発達相談 14



116障がい児等療育支援事業 14

117保育所職員等への研修 14

67特別支援教育の充実　〈再掲〉 14

118発達障がい者支援センターの運営 15

119発達障がい児専門療育機関の運営 15

120発達支援プログラム冊子の普及・活用 15

121発達障がい支援体制の充実 15

66「個別の教育支援計画」の策定　〈再掲〉 15

122特別支援教育や障がいのあるこどもの保育の推進 15

67特別支援教育の充実　〈再掲〉 15

123放課後等デイサービス 15

44児童いきいき放課後事業　〈再掲〉 15

45留守家庭児童対策事業　〈再掲〉 15

46学校における放課後の活動等の実施　〈再掲〉 15

　施策目標５　長期にわたり療養を必要とするこどもと家庭への支援を充実します 16

124小児慢性特定疾病児等にかかる相談事業 16

（３）多様なライフスタイルで子育てできる仕組みの充実 16

　施策目標１　仕事と出産・子育てを共に選択できる仕組みを充実します 16

125保育所の整備 16

126延長保育事業 16

127一時預かり事業（幼稚園型） 16

128多様な主体の参入促進事業 16

129保育人材の確保対策 16

100一時預かり事業　〈再掲〉 16

101病児・病後児保育事業　〈再掲〉 16

44児童いきいき放課後事業　〈再掲〉 16

45留守家庭児童対策事業　〈再掲〉 16

130女性の活躍リーディングカンパニー認証事業 16

　施策目標２　子育てしながら社会参画に再チャレンジできる取組を充実します 16

131ママの就労支援事業 16

132チャレンジ応援等 16



３　こども・青少年や子育て家庭のセーフティネットを確立します 17

（１）こどもや青少年が抱える課題を解決する仕組みの充実 17

　施策目標１　問題行動の未然防止、早期発見のための仕組みを充実します 17

133スクールカウンセラー 17

134スクールソーシャルワーカーの活用 17

135生活指導支援員の配置 17

136第三者専門家チームの設置 17

7思春期問題相談　〈再掲〉 17

8薬物関連問題相談　〈再掲〉 17

92こども相談センターにおける相談や支援　〈再掲〉 17

50青少年指導員・青少年福祉委員制度の推進　〈再掲〉 17

137児童自立支援施設 17

138生活指導サポートセンター（個別指導教室）の設置 18

92こども相談センターにおける相談や支援　〈再掲〉　　　 18

133スクールカウンセラー　〈再掲〉 18

134スクールソーシャルワーカーの活用　〈再掲〉 18

　施策目標２　犯罪の被害からこどもや青少年を守る取組を充実します 18

139市職員によるあんしんパトロール事業 18

50青少年指導員・青少年福祉委員制度の推進　〈再掲〉　　　　 18

140「こども110番の家」事業 18

39情報モラル向上に向けた取組　〈再掲〉 18

40消費生活に関する情報や消費者教育にかかる機会の提供　〈再掲〉 18

92こども相談センターにおける相談や支援　〈再掲〉 18

133スクールカウンセラー　〈再掲〉 18

134スクールソーシャルワーカーの活用　〈再掲〉 18

　施策目標３　不登校等の問題に適切に対応する仕組みを充実します 19

141不登校対策等プロジェクト 19

142不登校等こどもにかかる相談体制の充実 19

133スクールカウンセラー　〈再掲〉 19

134スクールソーシャルワーカーの活用　〈再掲〉 19

143不登校児童・生徒の通所事業 19

144メンタルフレンド訪問援助事業 19

　施策目標４　社会的自立に困難を抱える若者を支援する取組を充実します 19

73若者自立支援事業　〈再掲〉 19



76しごと情報ひろば総合的就労支援事業　〈再掲〉　　 19

145ひきこもり相談 19

73若者自立支援事業　〈再掲〉 19

（２）虐待の被害からこどもや青少年を守る仕組みの充実 20

　施策目標１　児童虐待の発生を予防する取組を充実します 20

146 20

エンゼルサポーター派遣事業）

84養育支援訪問事業（専門的家庭訪問支援事業）〈再掲〉 20

147児童虐待防止ネットワークの強化 20

148児童虐待防止啓発事業 20

149教職員研修 20

　施策目標２　児童虐待を早期に発見し、適切に対応する仕組みを充実します 20

150児童虐待ホットライン 20

151法的対応機能強化事業 20

136第三者専門家チームの設置　〈再掲〉 20

　施策目標３　虐待を受けたこどもや青少年への支援の仕組みを充実します 20

152家族再統合事業 20

153医療的機能強化事業 21

154大阪市社会福祉審議会児童福祉専門分科会児童虐待事例検証部会 21

136第三者専門家チームの設置　〈再掲〉 21

147児童虐待防止ネットワークの強化　〈再掲〉 21

(３)保護を要するこどもや青少年の養育環境の充実 21

　施策目標１　社会的養護の仕組みを充実します 21

155里親委託推進 21

156里親制度普及・開拓・啓発活動 21

157小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム） 21

158里親の研修・支援体制の充実 21

159児童福祉施設の整備 21

160施設におけるケア単位の小規模化 22

161情緒障害児短期治療施設 22

162児童養護施設等職員に対する研修 22

163被措置児童等虐待予防への取組 22

養育支援訪問事業（子ども家庭支援員による育児相談支援事業・



　施策目標２　家庭の養育機能に対する支援を充実します 22

164児童家庭支援センターの機能充実 22

165要保護児童対策地域協議会の機能強化 22

92こども相談センターにおける相談や支援　〈再掲〉 22

146 22

エンゼルサポーター派遣事業）　〈再掲〉

　施策目標３　社会的自立を支援する仕組みを充実します 22

166施設退所児童等に対する指導や支援 22

167児童自立生活援助事業 22

168施設における自立支援事業 22

４　こども・青少年や子育て家庭が安全・安心で快適に暮らせるまちづくりを進めます 23

（１）こども･青少年や子育て家庭にとって快適な生活環境の整備 23

　施策目標１　子育て家庭が暮らしやすい住宅・住環境づくりを推進します 23

169新婚・子育て世帯向け分譲住宅購入融資利子補給制度 23

170子育て世帯等向け民間賃貸住宅改修促進事業 23

171子育て安心マンション認定制度 23

172市営住宅への優先入居の実施　　　 23

　施策目標２　妊産婦や子育て家庭などが安心して外出できるまちづくりを推進します 23

173市営交通のバリアフリー化の推進 23

100一時預かり事業　〈再掲〉 23

103ファミリー・サポート・センター事業　〈再掲〉 23

　施策目標３　こどもや青少年の成長や子育てにおける都市魅力を高めます 23

174住区基幹公園の整備 23

16地域スポーツ施設の管理運営　〈再掲〉 23

52こども　夢・創造プロジェクト事業　〈再掲〉 23

78図書館におけるレファレンスサービス事業　〈再掲〉 23

（２）こども・青少年や子育て家庭の安全・安心な暮らしの確保 24

　施策目標１　事故のない安全・安心なまちづくりを推進します 24

175通学路の交通安全対策の推進 24

37こどもに対する交通安全教育の実施（保育所等）　〈再掲〉 24

38こどもに対する交通安全教育の実施（幼・小・中学校）　〈再掲〉 24

176公園の遊具等の点検 24

養育支援訪問事業（子ども家庭支援員による育児相談支援事業・



　施策目標２　犯罪を抑止する安全・安心なまちづくりを推進します 24

139市職員によるあんしんパトロール事業　〈再掲〉 24

140「こども110番の家」事業　〈再掲〉 24

39情報モラル向上に向けた取組　〈再掲〉 24

40消費生活に関する情報や消費者教育にかかる機会の提供　〈再掲〉 24

　施策目標３　日常生活を脅かす危機事象から健康を守る体制づくりを推進します 24

177保育所給食における配慮を要するこどもへの個人対応の充実 24

178学校給食におけるアレルギーのある児童生徒への対応 24

179衛生管理の推進および食中毒等事故発生時の体制づくり 24

180食の安心・安全に関する情報提供の充実 25

4感染症に関する正確な知識の普及啓発　〈再掲〉 25

5学校園における感染症予防の推進　〈再掲〉 25

6学校教育等におけるエイズ･性感染症予防に関する取組の推進　〈再掲〉 25

　施策目標４　災害時の被害を最小限にとどめる体制づくりを推進します 25

181防火防災の体験型研修の充実強化 25

182自主防災まちづくりの推進 25

36防災教育の推進　〈再掲〉 25

183青少年層に対する防火・防災研修の充実強化 25

36防災教育の推進　〈再掲〉　　　 25

（３）こども・青少年や子育て家庭を支援する地域づくりの推進 25

　施策目標１　地域で取り組む活動の効果的な推進を支援します 25

50青少年指導員・青少年福祉委員制度の推進　〈再掲〉 25

96男女共同参画センター子育て活動支援館及び子ども・子育てプラザにおける　 25

相談等〈再掲〉

98子育て活動支援事業（子ども・子育てプラザ）　〈再掲〉 25

99男女共同参画センター子育て活動支援館における人材育成、団体等への指導　 25

・助言〈再掲〉 25

69総合型地域スポーツクラブ設立及び活動支援事業　〈再掲〉 25

184区独自の福祉施策の推進 26

　施策目標２　仕事と生活の調和の実現に向けた取組を推進します 26

130女性の活躍リーディングカンパニー認証事業　〈再掲〉 26



　施策目標３　協働の取組を社会全体に広げる仕組みづくりを推進します 26

185「大阪市協働指針」の推進 26

186大阪市地域貢献活動マッチングシステム運営事業 26

※大阪市こども・子育て支援計画の基本施策２（安心してこどもを生み、
育てられるよう支援する仕組みを充実します）及び基本施策３（こども・青
少年や子育て家庭のセーフティネットを確立します）に位置づく取組の実
施状況の公表をもって、「大阪市児童を虐待から守り子育てを支援する条
例」第14条における、虐待防止への取組状況の公表とする。



大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局

施策目標１　乳幼児期からの生きる力の基礎を着実に育成します

教育委員会事務局

こども青少年局

2 家庭教育充実促進事業 47 － 教育委員会事務局

3 家庭教育振興事業 47 － 教育委員会事務局

施策目標２　健康や体力を維持増進する力を育成します

4 感染症に関する正確な知識の普及啓発 48 － 健康局

5 学校園における感染症予防の推進 48 － 教育委員会事務局

－ 教育委員会事務局

－ 健康局

7 思春期問題相談 48 － 健康局

8 薬物関連問題相談 48 － 健康局

9 たばこに関する正しい知識の普及啓発 48 － 健康局

平成27年度実績・参考数値・その他

・就学前児童の保護者向けリーフレットの作成・配付
・施設向け等説明会の開催　４回
・保護者対象の説明会の開催　２回

・家庭教育に関する講座：２講座　延べ参加者数197名
・家庭教育に関する情報発信：
　「親力アップサイト」掲載コラム　４テーマ掲載

「子育てひろば」９講座　延べ参加者数213人

感染症予防・啓発ビラ等の配布

学校保健安全法に基づき、感染症の拡大防止のための学級休業等の対応を行った。

各中・高・特別支援学校に「学校におけるＨＩＶ感染症・性感染症教育のすすめ方」を周
知し、各区保健福祉センター（区役所保健福祉課）と連携を図り、生徒への指導に役立
てた。

・市立の中学校・高等学校の各１学年分の生徒に対し、年１回、エイズ予防情報誌「エ
イズのはなし」を配布
・青少年向けHIV普及啓発ポスターを作成し、市立の中学校や高等学校、駅校内等に
掲示依頼

専門相談　延相談件数　44件
啓発講座　参加者数　81人

専門相談　延相談件数　51件
啓発講座　参加者数　616人

喫煙防止教育用パンフレットの配布
272校 17,367人（小学6年生対象）

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

－新たな幼児教育カリキュラムの普及・活用 47

学校教育等におけるエイズ・性感染症予防に関
する取組の推進

48

（１）社会の中で自立して生きる基盤となる力の育成

1

6
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

10 食に関する相談や指導の推進 49 － 健康局

11 食に関する情報や学習機会の提供 49 － 健康局

12 保育所等における食育の推進 49 － こども青少年局

13 幼稚園における食育の推進 49 － 教育委員会事務局

14 学校における食育の推進 49 － 教育委員会事務局

15
大阪東部いきいき市場・夏休み子ども市場体験
ツアー

49 － 中央卸売市場

－ 経済戦略局

－ 環境局

17 トップアスリートによる「夢・授業」 50 － 経済戦略局

・27年３月に策定した就学前教育カリキュラムに基づいた実践を、全ての市立幼稚園で
実施。
・知・徳・体をバランスよくはぐくむために「体」の視点の充実に向けて、食育の観点から
ねらいを定め、実践を行った。
・菜園活動を実施（旬の食べ物・栄養）し、生長への興味関心を引き出し、収穫物への
喜びや感謝の気持ちを育てた。
・昼食を通して、友達と共に楽しく食べる環境づくりを工夫し、食事の準備の仕方やマ
ナーを身に付けた。
・食習慣の確立に向けて指導を行った。
・保護者への啓発（講師による食に関する講話・食育指導）を行った。

すべての小・中・特別支援学校で全体計画を作成し、学年ごとに食に関する指導の年
間指導計画策定を進めた。栄養教育推進事業栄養教諭・学校栄養職員の未配置校に
おける食に関する指導の充実を、平成27年度は児童を対象とする事業を3674学級で
実施した。

平成27年8月5日（水）実施
参加者68名（大人31名　子ども37名）

スポーツセンター一般開放数　24か所
屋内プール水泳教室　21か所
アイススケート教室　3か所（うち2か所は冬季のみ）

【年間利用者数】此 花: 109，711人、西淀川: 108，179人、住之江: 100，450人、合計:
318，340人(此花・西淀川はトレーニング場を併設)

5016 地域スポーツ施設の管理運営

望ましい食習慣や栄養バランスの取れた健康的な食生活を実践できるよう各区保健福
祉センターにおいて食生活相談を288回実施

望ましい食習慣や栄養バランスの取れた健康的な食生活を実践できるよう各区保健福
祉センターにおいて健康教育を1,706回実施

特定教育・保育施設等の児童や保護者を対象とした食育講話　延303回（延10,175人）
地域子育て支援センターでの食育講座　延94回（集団721人・個別591人）
特定教育・保育施設等の職員を対象とした食育関係の研修会の実施　延10回（延
1,173人）

実施校数：121校　参加児童・生徒人数：20,558人
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

18 「子どもの体力づくり強化プラン」の推進 50 － 教育委員会事務局

19 部活動の改革 50 － 教育委員会事務局

施策目標３　学習意欲を高め確かな学力を向上します

20 ＩＣＴを活用した教育の推進 51 － 教育委員会事務局

21
習熟度別少人数授業など個に応じた指導の充
実

51 － 教育委員会事務局

22 学習サポーターの配置 51 － 教育委員会事務局

23 英語教育の強化 51 － 教育委員会事務局

24 言語力の向上支援事業 51 － 教育委員会事務局

「授業がわかりやすい」とする旨の回答の割合：小学校：87.4％、中学校：79.7％

小学校における外国語活動について「楽しい」、中学校における英語の授業について
「わかる」とする旨の回答の割合：小88％、中74％

「言語活動の充実を図る実践事例集」を作成・小中学校への配付

・体力向上モデル校園を設定（幼稚園１園、小学校４校、中学校２校）し、小学校の水泳
の授業に大学生がティームティーチングで参加する取組やトップアスリートを招いて児
童生徒の運動に対する興味関心を高める取組等、子どもの体力向上を推進した。
・取組を「子どもの体力向上推進事業研修会」において発表するとともに、「子どもの体
力向上推進プログラム」としてまとめ、各校園に周知した。
・全小中学校で「体力向上アクションプラン」を作成させ、自校の児童生徒の体力向上
の取組を行った。
・経済戦略局と連携し、トップアスリートによる「夢・授業」を進めるなど、児童生徒の運
動に対する興味関心を高める取組を実施した。

・モデル事業活用校の生徒アンケートで「部活動が充実していた」とする旨の回答の割
合：93.9％
・モデル事業活用校の学校アンケートで「教員の負担軽減に効果があった」とする旨の
回答の割合：100％

全小中学校へタブレット端末等機器整備完了
（タブレット端末 21,113台）

平成27年度実績
小学校：理解度　国語　事前81％→事後86％
　　　　　　　　　 　算数　事前81％→事後86％
　　　   　満足度　国語　事前74％→事後79％
　　　　　　　　　　 算数　事前75％→事後80％
中学校：理解度　国語　事前71％→事後76％
　　　　　　　　　　 数学　事前67％→事後72％
　　　　　　　　　　 英語　事前68％→事後74％
　　　　　満足度　国語　事前66％→事後71％
　　　　　　　　　　 数学　事前60％→事後64％
　　　　　　　　　　 英語　事前66％→事後76％

15



大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

25 学校図書館の活性化 51 － 教育委員会事務局

26 図書館を生かした読書環境や学習環境の充実 51 － 教育委員会事務局

27 理科支援員配置事業 51 － 教育委員会事務局

28 放課後ステップアップ事業 52 － 教育委員会事務局

29 学習教材データの配信 52 － 教育委員会事務局

30 学校キャラバン隊の派遣 52 － 教育委員会事務局

31 小中一貫した教育の推進 52 － 教育委員会事務局

施策目標４　社会で共に生きていく力を育成します

32 青少年野外活動施設における事業 53 － こども青少年局

33 道徳教育の推進 53 － 教育委員会事務局

34 人権を尊重する教育の推進 53 － 教育委員会事務局

35 国際理解教育の推進 53 － 教育委員会事務局

・市立小・中学校への学校図書館補助員147名の配置（27年10月～）
・学校図書館の開館回数（平均）　小学校６．５回、中学校６．１回

学校図書館等への団体貸出冊数：106,531冊

施設の延べ利用者数　69,380人

教員研修を通じて指導の改善を図るとともに、モデル校での実証研究によりカリキュラ
ムの開発・普及を進めた。
　・道徳教育推進教師研修会　年３回
　・文部科学省「道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援事業」
   　モデル校における実践研究の実施 小学校２校、中学校１校
　・モデル校等での実証研究によりカリキュラムの作成
【参考数値】
・道徳教育推進教師を対象とした研修参加者の満足度：94％
・「将来就きたい仕事や夢について考えさせる指導をした」と回答をした学校の割合：小
76.6％、中96.2％
・全国調査の「将来の夢や目標を持っていますか」の問いに、肯定的な回答をした学校
の割合：小84.3％、中68.8％

人権教育啓発推進計画実施計画の提出率：100％
年度末評価で目標に達した校園がほとんどあった。

設置校及び派遣校において、国際理解教育の取組に対して肯定的な回答：95％

「理科の学習が好きだ」とする旨の回答の割合：74.0％

「授業以外で１時間以上勉強する」の回答の割合：69.6％

「データ配信された学習教材は役に立った」とする旨の回答の割合：96.3％

幼・小・中の合計15校園に派遣。参加者の90％以上が肯定的な評価。

127校
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

36 防災教育の推進 53 － 教育委員会事務局

37 こどもに対する交通安全教育の実施（保育所等） 53 － こども青少年局

38
こどもに対する交通安全教育の実施（幼・小・中
学校）

54 － 教育委員会事務局

39 情報モラル向上に向けた取組 54 － 教育委員会事務局

40
消費生活に関する情報や消費者教育にかかる
機会の提供

54 － 市民局

・「子どもの安全を守るための防災・減災指導の手引き」の改訂２回
・防災教育実践モデル校を指定　小学校２校、中学校２校
・防災教育の研修会 ４ 回
・区と連携し各校の「防災・減災教育カリキュラム」作成に取り組んだ小・中学校の割合
100％

日常の保育生活の中で、それぞれの発達段階に応じて交通ルールやマナーが身につ
くよう適宜指導を行った。

・日常の保育生活の中で、それぞれの発達段階に応じて交通ルールやマナーが身に
つくよう適宜指導を行った。
・定例の校園長会等において、各校園における交通安全教育の充実と推進を指示し
た。
・所轄警察署と連携した交通安全教室の開催を推進した。
・大阪府警察本部と連携し、交通安全に関するチラシやポスターを各学校へ配付し、交
通安全教育の取組を支援した。
・平成27年８月には「大阪市通学路交通安全プログラム」を策定し、このプログラムに則
り、通学路の点検を実施した。
・自転車運転者講習制度の広報リーフレットを活用した交通安全教育の推進を各学校
に周知を行った。

・大学や大阪府警察本部等と連携し、教職員に対する研修を実施した。
・「大阪の子どもを守るサイバーネットワーク」に参画し、メールやインターネットを介して
発生した事案についての情報交換を行い、ネットワークを活用した教室を開催するな
ど、各学校の取組を支援した。
・「ＯＳＡＫＡスマホサミット」への参加し、青少年自身のネット・リテラシー向上に向けた
取組を実践した。
・「大阪府生徒会サミット」に参加し、「ネット上のいじめを起こさないために、大切なこと
は何か」について、取り組んだ内容を発表した。

エルちゃんの“わん"デー講座　7講座・参加者数　333人
地域講座　　93回・参加者数　5,183名
消費者センター見学講座　4回　 参加者数　144名
全市立中学校・高等学校（3年生）への教材配布
　　配布校数　165校・配布部数　27,440部
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

41 環境教育の推進 54 － 教育委員会事務局

42 ごみ焼却工場の施設を活用しての普及啓発 54 － 環境局

32
青少年野外活動施設における事業　【53ページ
再掲】

54 こども青少年局

施策目標５　成長の糧となる多様な体験や学習ができる機会を充実します

教育委員会事務局

こども青少年局

44 児童いきいき放課後事業 55

市内の全市立小学校において実施しており、全児童を対象
として、放課後等に遊びやスポーツなどを通じ児童の健全
育成を図っている。

【箇所数】　　　　293箇所（27年度）
【登録児童数】　66,124人（27年度）
【確保の内容】　41,441人（27年度）
【障がいのある児童の登録数】　2,811人（27年度）

45 留守家庭児童対策事業 55

小学校等に就学する留守家庭児童の健全育成を図ってい
る。

【箇所数】　　　　106施設（27年度）
　　　　　　　　　　（109支援の単位）
【登録児童数】　2,716人（27年度）
【確保の内容】　2,697人（27年度）
【障がいのある児童の登録数】　102人（27年度）

46 学校における放課後の活動等の実施 55 － 教育委員会事務局

47 地域こども体験学習事業 56 － こども青少年局

平成27年度確保の内容
低学年29,491人
高学年13,813人

こども青少年局
平成27年度確保の内容
低学年30,472人
高学年13,666人

【利用人数】
・こども体験・おとなミニ研修　　6613人・1186人
・啓発プログラム　　　　　　　　　3896人

－55学校活性化推進事業43

※本事業は大阪市・八尾市・松原市環境施設組合によるもの
H27年度の工場見学受け入れ人数：25,665人

校長経営戦略予算により実施した取組の年度目標を達成した学校の割合：91％

校長経営戦略予算により実施した取組の年度目標を達成した幼稚園の割合：100％

中学校・高等学校において部活動を実施

・27年度の環境教育に関する４つの分野「自然・命」「エネルギー・温暖化」「ごみ・資源」
「共生」に対する取組状況（小学校のみ）：
自然・いのち 182校、エネルギー・温暖化 122校、ごみ・資源 269校、共生 89校
・副読本「おおさか環境科」の活用状況（各教科における活用時間数〔26年度〕使用
率）：中学年97.6％、高学年93.7％
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

48 自動車文庫事業 56 － 教育委員会事務局

49 Ｏｎｅ Ｂｏｏｋ Ｏｎｅ ＯＳＡＫＡ事業 56 － 教育委員会事務局

50 青少年指導員・青少年福祉委員制度の推進 56 － こども青少年局・各区

51 塾代助成事業 56 － こども青少年局

52 こども　夢・創造プロジェクト事業 56 － こども青少年局

53 こども文化センター事業 57 － こども青少年局

54 青少年センター事業 57 － こども青少年局

55 キッズプラザ大阪 57 － 教育委員会事務局

56 生涯学習センター 57 － 教育委員会事務局

57 こどものためのイベントガイド「タッチ」 57 － 教育委員会事務局

経済戦略局

環境局

32
青少年野外活動施設における事業　【53ページ
再掲】

57 こども青少年局

58 第一級の芸術にふれる機会の充実 57 － 経済戦略局

59 青少年芸術体験事業 57 － 経済戦略局

17
トップアスリートによる「夢・授業」　【50ページ再
掲】

57 経済戦略局

52 こども　夢・創造プロジェクト事業【56ページ再掲】 57 こども青少年局

施設の延べ利用者数　233,988人

施設の利用者数　372,773人

施設の利用者数　延べ686,194人

200,000部×年２回（夏・春）発行

自動車文庫巡回箇所　106か所

第５回ＯｎｅＢｏｏｋＯｎｅＯＳＡＫＡを決定。投票総数：12.512票

16

【事業数】　　25事業
【事業参加人数】　　355人

各種研修会の実施。
各地域における指導ルーム（夜間見回り）活動の実施。
延べ回数3,242回、延べ参加人数31,074人

･交付決定者数        18,622人
･利用者数               15,430人
･参画事業者数        1,669事業者

施設の延べ利用者数　125,846人

市民特に青少年を対象とした、伝統芸能、オーケストラの鑑賞会を合計8公演実施し
た。

市内小・中学校において、文楽、能・狂言の授業を行う芸術体験授業を24校で行った。

地域スポーツ施設の管理運営　【50ページ再掲】 57
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

施策目標６　家庭・学校・地域の連携により教育環境を充実します

60 小学校区教育協議会－はぐくみネット－事業 58 －
教育委員会事務局・各
区

61 子どもの読書活動の推進 58 － 教育委員会事務局

62 学校元気アップ地域本部事業 58 － 教育委員会事務局

63 学校協議会 59 － 教育委員会事務局

64 生涯学習ルーム事業 59 －
教育委員会事務局・各
区

65 大阪市学校体育施設開放事業 59 － 経済戦略局・各区

66 「個別の教育支援計画」の策定 59 － 教育委員会事務局

67 特別支援教育の充実 59 － 教育委員会事務局

施策目標１　役割意識を醸成し、貢献意欲を発揮する社会参画の機会を充実します

市会事務局

教育委員会事務局

－

（２）次代を担い、生涯をいきいきと生きる力の育成

全小学校区で実施

・「子ども読書の日」（4月23日）記念事業を市立図書館全24館で実施
・子どもの読書活動推進連絡会を全区で実施するとともに、大阪市子どもの読書活動
推進連絡会を開催

市内全127中学校区での実施　ボランティア登録数5,224名

「学校協議会を通して、保護者・地域等の学校運営への参画が進んだ」と回答する学
校協議会の割合：98.2％

おおさか子ども市会68 60

・平成２７年８月７日（金）実施
・市内在住・在学の中学生が対象
　（小学生と中学生を１年毎に選出）
  　応募総数１４１名（４４校）、選出者数８６名（４４校）
・こどもが主体的に社会や地域に参画できる機会の充実を図る。
（参考）
平成２６年度実績（小学生市会）
応募総数１２８名（３８校）、選出者数８６名（３８校）

全小学校区で実施

小学校292校、中学校124校、高等学校2校、特別支援学校5校
経済戦略局所管：生野区・旭区
各区役所所管：上記以外の22区

文部科学省　特別支援教育体制整備状況調査において27年度策定率100％

・特別支援教育サポーター配置開始、インクルーシブ教育推進スタッフのモデル配置
(小中各1校)
・巡回相談体制強化に向けたアドバイザー１名配置、看護師の常時配置への移行
・ＩＣＴ機器活用モデル事業先行研究、通学支援開始、機能集約へ移転改修及び環境
整備
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

施策目標２　興味や才能を広げ、社会や仲間とつながる機会を充実します　

69
総合型地域スポーツクラブ設立及び活動支援事
業

61 － 経済戦略局

経済戦略局

環境局

19 部活動の改革【50ページ再掲】 61 教育委員会事務局

53 こども文化センター事業【57ページ再掲】 61 こども青少年局

54 青少年センター事業【57ページ再掲】 61 こども青少年局

施策目標３　個性や創造性を生かした専門分野の知識や技能を高める学習機会を提供します

70 高等学校教育の特色化 61 － 教育委員会事務局

施策目標４　勤労観・職業観を醸成し、自らの進路を選択・決定する力を育成します

71 キャリア教育推進事業 62 － 教育委員会事務局

72 進路指導の充実 62 － 教育委員会事務局

73 若者自立支援事業 62 － こども青少年局

74
キャリア形成支援(若者のためのライフデザイン
支援事業)

62 － 市民局

75
キャリア形成支援(体験型指導プログラムの構
築)

62 － 市民局

施策目標５　社会的自立や職業的自立を支援する仕組みを充実します

76 しごと情報ひろば総合的就労支援事業 63 － 市民局

施策目標６　社会人の能力アップや再挑戦を支援する環境を充実します

77 生涯学習に関する情報提供 63 － 教育委員会事務局

6116 地域スポーツ施設の管理運営【50ページ再掲】

累積設立ｸﾗﾌﾞ数：２２（1７区）

試行実施において学生が「将来を考えるきっかけになった」と答えた割合85％

10,736件、2,365人

いちょうネットアクセス件数　210,184件

大阪府教育委員会と連携し、様々な専門分野で知識や技能を高めるための教育を推
進した。

130校中128校で職場体験学習等を実施し、118校（18,504名）にてキャリア教育推進事
業内のインターンシップ保険を活用。

全中学校にて実施

事業参加・相談室来室者数　　延べ　12,022人
コミュニケーション講座等ワークショップの参加者のうち、自信を持てるようになった人
の割合　　99％

参加者のうち「多様な働き方を考えるきっかけになった」と答えた割合100％
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

１　こども・青少年の「生きる力」を育成します

78 図書館におけるレファレンスサービス事業 64 － 教育委員会事務局

76
しごと情報ひろば総合的就労支援事業【63ペー
ジ再掲】

64 市民局

・調査相談件数：756,391件
・法律・判例や医学情報の商用データベース（28種類）に加え、電子書籍サービス・音
楽配信サービス等の電子図書館機能も含めた年間アクセス件数　231,523件
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

２　安心してこどもを生み、育てられるよう支援する仕組みを充実します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局

施策目標１　妊娠中や出産時期のこどもと親の健康を守る仕組みを充実します

79 妊婦健康診査 67
平成27年度確保の内容
人数　25,223人

健診回数　302,600回
こども青少年局

80 周産期緊急医療対策事業 67 － 健康局

81 特定不妊治療に対する助成 68 － こども青少年局

施策目標２　妊娠中や出産時期から子育て支援を充実します

82 母親教室 68 － こども青少年局

83 乳児家庭全戸訪問事業 69
平成27年度確保の内容

19,728人
こども青少年局

84 養育支援訪問事業（専門的家庭訪問支援事業） 69
平成27年度確保の内容

589人
こども青少年局

85 産後ケア事業 69 － こども青少年局

施策目標３　思春期のこどもの健康を守る取組を充実します

86 健全母性育成事業 69 － こども青少年局

4
感染症に関する正確な知識の普及啓発【48ペー
ジ再掲】

70 健康局

5
学校園における感染症予防の推進【48ページ再
掲】

70 教育委員会事務局

教育委員会事務局

健康局

（１）安心してこどもを生むことができる仕組みの充実

学校教育等におけるエイズ・性感染症予防に関
する取組の推進【48ページ再掲】

70

訪問件数　延べ　20,535件

助産師訪問の派遣件数　延べ3,272回(422世帯)

ショートステイ実施人数　 19人
デイケア実施人数　　　　　11人

セミナー実施延べ人数　7,520人

平成27年度実績・参考数値・その他

妊婦健康診査受診者数　延べ　287,624人
（内訳） 前期　48,143人　 受診率　97.1％
　　　　　中期　90,759人　 受診率　91.5％
　　　　　後期　148,722人　受診率　75.0％
妊婦への歯科健康診査受診者数　2,861人

産婦人科救急搬送体制確保病院（夜間366日、休日昼間72日、土曜51日）

助成件数　3,726件

開催回数　676回   　参加者数　延べ　6,595人

6
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

２　安心してこどもを生み、育てられるよう支援する仕組みを充実します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

7 思春期問題相談【48ページ再掲】 70 健康局

8 薬物関連問題相談【48ページ再掲】 70 健康局

（2）身近な地域における子育て家庭への支援の充実

施策目標１　こどもの健康や安全を守る仕組みを充実します

10 食に関する相談や指導の推進【49ページ再掲】 71 健康局

11
食に関する情報や学習機会の提供【49ページ再
掲】

71 健康局

12 保育所等における食育の推進【49ページ再掲】 71 こども青少年局

13 幼稚園における食育の推進【49ページ再掲】 71 教育委員会事務局

14 学校における食育の推進【49ページ再掲】 71 教育委員会事務局

15
大阪東部いきいき市場・夏休み子ども市場体験
ツアー【49ページ再掲】

71 中央卸売市場

87 乳児一般健康診査 71 － こども青少年局

88 ３か月児・１歳６か月児・３歳児健康診査 72 － こども青少年局

89 こども医療費助成制度 72 － こども青少年局

90 休日・夜間急病診療所の運営事業 72 － 健康局

91 救急安心センター事業 72 － 消防局

施策目標２　子育て不安を軽減し安心して子育てできる取組を充実します

92 こども相談センターにおける相談や支援 73 － こども青少年局

前期受診件数　18,997件　受診率　86.6%
後期受診件数　17,940件　受診率　79.8%

3か月受診件数　　　　21,788件　　　受診率　97.0％
1歳6か月受診件数　  20,549件　　　受診率　95.0％
3歳受診件数 　　　　　19,344件　　　受診率　91.9％

対象者数　271,754人

休日急病診療所（６診療所休日昼間72日、１診療所平日夜間243日）、中央急病診療
所（366日）

平成27年中、着信件数261,523件（約716件/日）
平成27年中、救急医療相談件数104,385件（約285件/日）

　こども相談センターにおいて、児童相談（14,182件）を受け、適切な支援へつなげた。

12



大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

２　安心してこどもを生み、育てられるよう支援する仕組みを充実します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

93 区保健福祉センターにおける相談の充実 73 － こども青少年局

94 地域子育て支援拠点事業 73
平成27年度確保の内容

102か所
こども青少年局

95
幼稚園における子育て支援・地域との交流活動
の実施

73 － こども青少年局

96
男女共同参画センター子育て活動支援館及び
子ども・子育てプラザにおける相談等

73 － こども青少年局

97 利用者支援事業 73
平成27年度確保の内容

24か所
こども青少年局・各区

94 地域子育て支援拠点事業【73ページ再掲】 74 こども青少年局

98 子育て活動支援事業（子ども・子育てプラザ） 74 － こども青少年局

99
男女共同参画センター子育て活動支援館におけ
る人材育成、団体等への指導・助言

74 － こども青少年局

100 一時預かり事業 74
平成27年度確保の内容

82,732人日
こども青少年局

101 病児・病後児保育事業 74
平成27年度確保の内容

40,749人日
こども青少年局

102 子どものショートステイ事業 75
平成27年度確保の内容

1,346人日
こども青少年局

103 ファミリー・サポート・センター事業 75
平成27年度確保の内容
就学前20,552人日
学童期5,555人日

こども青少年局

104 保育料（幼稚園・保育所等）の負担軽減 75 － こども青少年局

実施園
　市立幼稚園全園　私立幼稚園全園

子育て支援室相談受付件数　14,173件

103か所
相談件数　22,986件

相談件数
  男女共同参画センター子育て活動支援館　5,891件
  各区子ども・子育てプラザ　8,362件

24か所
相談件数　15,737件

利用人数　858,173人

地域子育て活動者研修
　40回実施、受講者数732人
子育て支援ボランティア養成講座
　4回実施、受講者数195人
各区子ども・子育てプラザ共催講座
　50回実施、受講者数1,304人

平成27年度実績　のべ69,454人

36,426人日
利用延べ人数　11,491人

平成27年度実績　のべ597人

就学前14,469人日
学童期4,624人日

国が定める保育料に比して、幼稚園等1号認定保育料は13％、保育所等2･3号保育料
は31％の軽減を行っている。
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

２　安心してこどもを生み、育てられるよう支援する仕組みを充実します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

105 保育料（私立幼稚園）の負担軽減 75 － こども青少年局

106 教育費等の負担軽減 75 － 教育委員会事務局

51 塾代助成事業【56ページ再掲】 75 こども青少年局

89 こども医療費助成制度【72ページ再掲】 75 こども青少年局

施策目標３　ひとり親家庭への支援を充実します

107 ひとり親家庭等日常生活支援事業 76 － こども青少年局

108 母子生活支援施設 76 － こども青少年局

109 ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業 76 － こども青少年局

110 ひとり親家庭サポーター事業 76 － こども青少年局

111 企業等に対する啓発の促進 77 － こども青少年局

112
広報・啓発活動の推進及び相談・情報提供体制
の充実

77 － こども青少年局

113 ひとり親家庭医療費助成制度 77 － こども青少年局

114 相談・情報提供機能の充実 77 － こども青少年局

110 ひとり親家庭サポーター事業【76ページ再掲】 77 こども青少年局

　施策目標４　障がいのあるこどもと家庭への支援を充実します

115 ４・５歳児発達相談 78 － こども青少年局

116 障がい児等療育支援事業 78 － 福祉局

117 保育所職員等への研修 78 － こども青少年局

67 特別支援教育の充実【59ページ再掲】 78 教育委員会事務局

対象園数　175園

・学用品等補助認定人員（小27,806人　中17,129人）
・奨学費認定数3,602人

派遣件数　2,170件、延べ時間　7,647時間

対象者数　親等25,032人、児童36,151人

相談件数　3,275件
（生活一般相談　57件、児童相談　27件、生活援助相談　110件、就労相談　2,576件、
法律相談　100件、その他　405件）

対象世帯数　1,973世帯

就業相談件数　2,562件、新規求職登録者数1,267人

就業相談件数　1,305件

大阪市老人福祉施設連盟等へひとり親の雇用について依頼した。

ひとり親家庭サポーター研修１回

相談件数　延べ　571件

訪問：1,161件　外来：3,898件　施設職員指導：300件

・障がい児保育研修会３回
・障がい児保育研究会５回
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

２　安心してこどもを生み、育てられるよう支援する仕組みを充実します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

118 発達障がい者支援センターの運営 79 － 福祉局

119 発達障がい児専門療育機関の運営 79 － 福祉局

120 発達支援プログラム冊子の普及・活用 79 － こども青少年局

121 発達障がい支援体制の充実 79 － 教育委員会事務局

66 「個別の教育支援計画」の策定【59ページ再掲】 79 教育委員会事務局

－ こども青少年局

－ 教育委員会事務局

67 特別支援教育の充実【59ページ再掲】 79 教育委員会事務局

123 放課後等デイサービス 79 － 福祉局

44 児童いきいき放課後事業【55ページ再掲】 80 こども青少年局

45 留守家庭児童対策事業【55ページ再掲】 80 こども青少年局

46
学校における放課後の活動等の実施【55ページ
再掲】

80 教育委員会事務局

79122
特別支援教育や障がいのあるこどもの保育の推
進

利用延べ人数　33,281人

相談・発達支援：延1,733件、就労支援　延471件
親支援講座：延228回・延2,499人参加
啓発研修：延46回・延1,972人参加
機関支援：延676回実施

発達障がい児専門療育機関：6か所　定員280人

発達支援プログラム冊子を使用して、障がい児保育巡回指導、障がい児保育実践交
流研修等において普及・活用。

障がい児の受け入れ状況
　市立保育所　109か所　756人
　民間保育所等　212か所　766人
　市立幼稚園　   58園　 847人
　私立幼稚園等　56園　 314人（私立幼稚園等については、補助金交付対象のみ）

・関係機関と連携を図りながら、現場実習先の新規開拓、及び継続的な確保、卒業生
へのフォローのため、年間約120社への企業訪問を行うとともに、配置された各校にお
いて、就職希望者との面談、保護者向けの講話、校内において教員対象の研修等を
実施。
・地域の中学校、高等学校における発達障がい等の生徒の就労に関する相談体制の
構築のため、そのニーズを的確に把握するための方策を検討し、効果的な事業を実
施。
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

２　安心してこどもを生み、育てられるよう支援する仕組みを充実します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

施策目標５　長期にわたり療育を必要とするこどもと家庭への支援を充実します

124 小児慢性特定疾病児等にかかる相談事業 80 － 健康局

（３）多様なライフスタイルで子育てできる仕組みの充実

施策目標１　仕事と出産・子育てを共に選択できる仕組みを充実します

125 保育所の整備 81
平成27年度確保の内容

53,070人
こども青少年局

126 延長保育事業 81
平成27年度確保の内容

7,432人
こども青少年局

127 一時預かり事業（幼稚園型） 82
平成27年度確保の内容

984,059人日
こども青少年局

128 多様な主体の参入促進事業 82 － こども青少年局

129 保育人材の確保対策 82 － こども青少年局

100 一時預かり事業【74ページ再掲】 82 こども青少年局

101 病児・病後児保育事業【74ページ再掲】 82 こども青少年局

44 児童いきいき放課後事業【55ページ再掲】 82 こども青少年局

45 留守家庭児童対策事業【55ページ再掲】 82 こども青少年局

130 女性の活躍リーディングカンパニー認証事業 82 － 市民局

施策目標２　子育てしながら社会参画に再チャレンジできる取組を充実します

131 ママの就労支援事業 83 － 市民局

132 チャレンジ応援等 83 － 市民局

小児慢性特定疾病等療養相談会　6回実施67組130人参加
各区保健福祉センターにおける面接相談件数1,170人、訪問件数349人
小児慢性特定疾患児等ピアカウンセリング事業は、小児慢性特定疾病児等療養相談
会事業に統合。ピアカウンセラーによる相談件数　37人

入所児童数：48,821人（H27.4.1）
待機児童：273人

平成27年度実績
7,294人

実施園数
　市立幼稚園全58園　私立幼稚園等124園

セミナー　4講座　参加者数のべ130人

相談件数　85件
セミナー　1講座　参加者数のべ86人

巡回か所数１２３

131人就職

勧奨359件、認証100件
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

３　こども・青少年や子育て家庭のセーフティネットを確立します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局

（１）こどもや青少年が抱える課題を解決する仕組みの充実

施策目標１　問題行動の未然防止、早期発見のための仕組みを充実します

133 スクールカウンセラー 86 － こども青少年局

134 スクールソーシャルワーカーの活用 86 － 教育委員会事務局

135 生活指導支援員の配置 86 － 教育委員会事務局

136 第三者専門家チームの設置 86 － 教育委員会事務局

7 思春期問題相談【48ページ再掲】 86 健康局

8 薬物関連問題相談【48ページ再掲】 87 健康局

92
こども相談センターにおける相談や支援【73ペー
ジ再掲】

87 こども青少年局

50
青少年指導員・青少年福祉委員制度の推進【56
ページ再掲】

87 こども青少年局・各区

137 児童自立支援施設 87 － こども青少年局

平成27年度実績・参考数値・その他

平成27年度　１か所　定員６５５人

　小・中学校への配置・派遣にかかるスクールカウンセラーの報償金予算の決定権が
区ＣＭへ移譲されたことから、市立小・中学校へのスクールカウンセラーの配置・派遣
は各区ＣＭの意向をふまえておこなうこととなり、2区で3人の小学校派遣スクールカウ
ンセラーの増配置を行った。
 スクールカウンセラー数 延べ192人
　(全中学校配置130人、小学校派遣62人)
　相談件数　　4,637件
　相談回数　 32,447回

・スクールソーシャルワーカー（週３日勤務）がそれぞれ３～４区を担当し、要請のあっ
た学校園に派遣して教職員と協働した支援を行った。派遣のない日は、拠点校（および
校区小学校）での支援を行った。190件のケースに派遣。

・小学校39校、中学校41校の計80校に警察官経験者や児童生徒指導経験者を配置
し、教職員と協働し、問題行動等に対する毅然とした対応を組織的に行うとともに、関
係機関と連携を図りながら生活指導の充実を図ることにより、児童生徒が落ち着いて
学習に取り組むことができる環境の整備などを行った。

・児童虐待等相談窓口に279件の相談があり、社会福祉士等による学校園への指導・
助言や第三者専門家チーム構成員やスクールソーシャルワーカーと連携し派遣を行っ
た。
・学校園からの支援要請を受け、第三者専門家チームのケース会議を23回開催し、保
護者対応や関係機関との連携等について、専門的見地からの助言を行った。
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

３　こども・青少年や子育て家庭のセーフティネットを確立します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

138
生活指導サポートセンター（個別指導教室）の設
置

87 － 教育委員会事務局

92
こども相談センターにおける相談や支援【73ペー
ジ再掲】

87 こども青少年局

133 スクールカウンセラー【86ページ再掲】 87 こども青少年局

134
スクールソーシャルワーカーの活用【86ページ再
掲】

87 教育委員会事務局

施策目標２　犯罪の被害からこどもや青少年を守る取組を充実します

139 市職員によるあんしんパトロール事業 88 － 市民局

50
青少年指導員・青少年福祉委員制度の推進【56
ページ再掲】

88 こども青少年局・各区

140 「こども１１０番の家」事業 88 － こども青少年局・各区

39 情報モラル向上に向けた取組【54ページ再掲】 89 教育委員会事務局

40
消費生活に関する情報や消費者教育にかかる
機会の提供【54ページ再掲】

89 市民局

92
こども相談センターにおける相談や支援【73ペー
ジ再掲】

89 こども青少年局

133 スクールカウンセラー【86ページ再掲】 89 こども青少年局

134
スクールソーシャルワーカーの活用【86ページ再
掲】

89 教育委員会事務局

あんしんパトロール取組み車両数　2,537台

・日常的に学校からの生活指導に関する相談窓口的役割を果たし、学校訪問・学校長
からの聞き取り等を通して実態把握を行い、指導部担当指導主事、生活指導グループ
とも連携を図りながら、その状況によってスクールソーシャルワーカー・第三者専門家
チームの派遣やこども相談センター、少年サポートセンター、所轄警察等との連携、出
席停止措置の相談等、生活指導のコーディネートを行った。
・問題行動を繰り返し、出席停止措置を受けた者を出席停止の趣旨に則り、状況に応
じてセンターにおいて個別指導を行う。

こども110番の家設置箇所数　27,613ヵ所
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

３　こども・青少年や子育て家庭のセーフティネットを確立します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

施策目標３　不登校等の問題に適切に対応する仕組みを充実します

141 不登校対策等プロジェクト 89 － 教育委員会事務局

142 不登校等こどもにかかる相談体制の充実 90 － こども青少年局

133 スクールカウンセラー【86ページ再掲】 89 こども青少年局

134
スクールソーシャルワーカーの活用【86ページ再
掲】

89 教育委員会事務局

143 不登校児童・生徒の通所事業 90 － こども青少年局

144 メンタルフレンド訪問援助事業 90 － こども青少年局

施策目標４　社会的自立に困難を抱える若者を支援する取組を充実します

73 若者自立支援事業【62ページ再掲】 91 こども青少年局

76
しごと情報ひろば総合的就労支援事業【63ペー
ジ再掲】

91 市民局

145 ひきこもり相談 91 － 健康局

73 若者自立支援事業【62ページ再掲】 91 こども青少年局

・いじめ・不登校を生まない学級づくりをめざして、人間関係づくりのプログラムや協同
学習等を取り入れた実践研究を行った。

　不登校やいじめ等に関する相談窓口を開設し、面談による相談を行った。相談者の
課題に対し、教育的支援、心理的支援、福祉的支援など総合的にアセスメントを行い、
子どもの置かれている状況や態様に応じた援助を行った。
相談件数　1,562件
相談回数　8,193回

実施数　１７ルーム
22年度から、こども相談センターにおける教育相談事業に統合し、効果的な事業推進
を図った。
登録者数　       163人
延べ利用者数　6,846人

　ひきこもり・不登校児童等の家庭に、兄・姉世代の大学生等を派遣することによって、
児童の孤立状態を緩和し、自主性や社会性の伸長を図った。
メンタルフレンド登録者数　41人
メンタルフレンド派遣対象児童　16人
メンタルフレンド派遣回数　259回

延相談件数　531件
啓発講座　参加者数　92人
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

３　こども・青少年や子育て家庭のセーフティネットを確立します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

（２）虐待の被害からこどもや青少年を守る仕組みの充実

施策目標１　児童虐待の発生を予防する取組を充実します

146
養育支援訪問事業（子ども家庭支援員による育
児相談支援事業・エンゼルサポーター派遣事
業）

92
平成27年度確保の内容

398人
こども青少年局

84
養育支援訪問事業（専門的家庭訪問支援事業）
【69ページ再掲】

92 こども青少年局

147 児童虐待防止ネットワークの強化 92 － こども青少年局

148 児童虐待防止啓発事業 93 － こども青少年局

149 教職員研修 93 － 教育委員会事務局

施策目標２　児童虐待を早期に発見し、適切に対応する仕組みを充実します

150 児童虐待ホットライン 93 － こども青少年局

151 法的対応機能強化事業 94 － こども青少年局

136 第三者専門家チームの設置【86ページ再掲】 94 教育委員会事務局

施策目標３　虐待を受けたこどもや青少年への支援の仕組みを充実します

152 家族再統合事業 94 － こども青少年局

子ども家庭支援員派遣件数　延べ886回（58世帯）
エンゼルサポーター派遣件数　延べ921回（111世帯）

各区において、地域の関係機関が要保護児童等に適切な保護を図るために必要な情
報交換や支援の内容を協議した。

11月の児童虐待防止月間を中心にオレンジリボンキャンペーン位置づけ、本市、大阪
府、堺市との共同イベントやセレッソ大阪のホームゲームでの啓発活動、児童虐待防
止研究集会の開催など、地域住民やこどもに関わる関係機関など、広く市民に対して、
児童虐待防止に向けた啓発活動を行った。

・児童虐待防止と早期発見に向けた校園長対象研修会を実施。327名参加。
・教職員対象研修会を回実施。のべ819名参加

　児童虐待専用電話として、市民等からの通告・相談に対し24時間365日体制で対応し
た。
受電件数　3,543件

　弁護士と協力して相談、調整、実践的介入、援助、法的手続き等の援助活動を行
なった。
相談援助件数　60件
弁護士延べ活動人員　99人

　医師と臨床心理士による個別カウンセリングやグループカウンセリング、MY　TREE
ペアレンツ・プログラム等を通じて、被虐待児の心のケア及び保護者が虐待に至らない
養育が可能となるよう支援した。
グループカウンセリング数  64回
個別カウンセリング数　510回
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

３　こども・青少年や子育て家庭のセーフティネットを確立します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

153 医療的機能強化事業 94 － こども青少年局

154
大阪市社会福祉審議会児童福祉専門分科会児
童虐待事例検証部会

95 － こども青少年局

136 第三者専門家チームの設置【86ページ再掲】 95 教育委員会事務局

147
児童虐待防止ネットワークの強化【92ページ再
掲】

95 こども青少年局

155 里親委託推進 96
平成31年度

里親委託率15.3％
こども青少年局

156 里親制度普及・開拓・啓発活動 96 － こども青少年局

157 小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム） 97
平成31年度

ファミリ―ホームの
か所数　12か所

こども青少年局

158 里親の研修・支援体制の充実 97 － こども青少年局

159 児童福祉施設の整備 97 － こども青少年局

施策目標１　社会的養護の仕組みを充実します

（３）保護を要するこどもや青少年の養育環境の充実

　市内の医療機関を協力病院に指定し、医学的判断・治療が必要となるケースについ
て、医学的判断や専門的助言を得るとともに、法医学による鑑定、こども虐待医療支援
検討会を開催した。
鑑定 ９件、こども虐待医療検討会の開催　３回

大阪市内で発生した虐待による児童死亡事例について検証し、再発防止の検討を
行った。

　里親・ファミリーホームへの委託数／乳児院・児童養護施設・里親・ファミリーホーム
への入所（委託）数　160人／1,183人　里親委託率　13.52%

　里親開拓の取組みとして、公益社団法人家庭養護促進協会と毎日新聞社との連携
により、新聞紙上に「あなたの愛の手を」という里子紹介記事を26人掲載した。

ファミリーホームのか所数　9か所

　里親に研修を実施することにより、養育技術の向上を図るとともに、里親が定期的に
集い、相互に交流・相談を図る場として里親サロンを開催した（H27：５か所、延べ43
回）。
　里親訪問支援相談員を配置し、里親家庭を定期的に訪問し、養育状況把握とともに
養育相談を行った。（H27：延べ訪問回数　123件）
　里親家庭に家事援助や育児援助を行うサポート要員を派遣し、里親家庭の負担軽減
を図った。（H27：延べ利用時間数　1,935時間）

老朽化等に伴う施設の整備を実施
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

３　こども・青少年や子育て家庭のセーフティネットを確立します

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当局平成27年度実績・参考数値・その他

160 施設におけるケア単位の小規模化 97

平成31年度
小規模グループケアの
か所数　19か所

地域小規模児童養護施設の
か所数　12か所

こども青少年局

161 情緒障害児短期治療施設 97
平成31年度

情緒障害児短期治療施設の
か所数　3か所

こども青少年局

162 児童養護施設等職員に対する研修 97 － こども青少年局

163 被措置児童等虐待予防への取組 98 － こども青少年局

施策目標２　家庭の養護機能に対する支援を充実します

164 児童家庭支援センターの機能充実 98
平成31年度

児童家庭支援センターの
か所数　2か所

こども青少年局

165 要保護児童対策地域協議会の機能強化 98 － こども青少年局

92
こども相談センターにおける相談や支援【73ペー
ジ再掲】

98 こども青少年局

146
養育支援訪問事業（子ども家庭支援員による育
児相談支援事業・エンゼルサポーター派遣事
業）【92ページ再開】

98 こども青少年局

施策目標３　社会的自立を支援する仕組みを充実します

166 施設退所児童等に対する指導や支援 99 － こども青少年局

167 児童自立生活援助事業 99
平成31年度

児童自立援助ホームの
か所数　6か所

こども青少年局

168 施設における自立支援事業 99 － こども青少年局

小規模グループケアのか所数　17か所
地域小規模児童養護施設のか所数　8か所

情緒障害児短期治療施設のか所数　2か所

平成27年度実績　母子生活支援施設　４か所、児童養護施設　10か所、児童自立支援
施設　１か所、乳児院　４か所、情緒障害児短期治療施設　２か所の職員に対し、研修
を実施した。

被措置児童等虐待等を予防し、「権利ノート」を作成配付するなど措置児童の権利擁
護を図るための取り組みを行い、児童の意見に配慮した客観性のある施設運営を行っ
た。

平成27年度相談対応件数　延べ565件

個々の学力に応じた学習指導を行うことにより、自己肯定感を育成する学力ケアや施
設退所後の相談や精神的支えとなる居場所作りを通じた社会的自立支援を実施した。

各区子育て支援室における職員のレベルアップを図るため研修等を実施するととも
に、各区要保護児童対策地域協議会へのＳＶ派遣を年間341回行い機能強化に努め
た。

支援が必要な児童に対して就業支援等を実施し、就業希望者全員が就業につながっ
た。

児童自立援助ホームのか所数　3か所
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

４　こども・青少年や子育て家庭が安全・安心で快適に暮らせるまちづくりを進めます

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当所属

（１）こども・青少年や子育て家庭にとって快適な生活環境の整備

169
新婚・子育て世帯向け分譲住宅購入融資利子補
給制度

102 － 都市整備局

170 子育て世帯等向け民間賃貸住宅改修促進事業 102 － 都市整備局

171 子育て安心マンション認定制度 102 － 都市整備局

172 市営住宅への優先入居の実施 102 － 都市整備局

173 市営交通のバリアフリー化の推進 103 － 交通局

100 一時預かり事業【74ページ再掲】 103 こども青少年局

103
ファミリー・サポート・センター事業【75ページ再
掲】

103 こども青少年局

174 住区基幹公園の整備 104 － 建設局

経済戦略局

環境局

52 こども　夢・創造プロジェクト事業【56ページ再掲】 104 こども青少年局

78
図書館におけるレファレンスサービス事業【64
ページ再掲】

104 教育委員会事務局

施策目標１　子育て家庭が暮らしやすい住宅・住環境づくりを推進します

施策目標２　妊産婦や子育て家庭などが安心して外出できるまちづくりを推進します

施策目標３　こどもや青少年の成長や子育てにおける都市魅力を高めます

平成27年度実績・参考数値・その他

平成27年度は8箇所の住区基幹公園新設及び拡張を行った。

2,254件

5件（9戸)補助

0件（事前相談2件）

768戸

○平成27年度実績
　他社線・バスターミナル乗換え経路改善　4駅→6駅　など
○参考数値
　エレベーターの整備状況（平成27年度末）
　　・地下鉄駅間乗換経路におけるワンルート確保数　23駅中23駅
　　・他社線・バスターミナル乗換え経路改善　6駅中6駅
  　・現状のバリアフリールートの経路改善　17駅中0駅

16 104地域スポーツ施設の管理運営【50ページ再掲】
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

４　こども・青少年や子育て家庭が安全・安心で快適に暮らせるまちづくりを進めます

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当所属平成27年度実績・参考数値・その他

（２）こども・青少年や子育て家庭の安全・安心な暮らしの確保

施策目標１　事故のない安全・安心なまちづくりを推進します

175 通学路の交通安全対策の推進 105 － 建設局

37
こどもに対する交通安全教育の実施（保育所等）
【53ページ再掲】

105 こども青少年局

38
こどもに対する交通安全教育の実施（幼・小・中
学校）【54ページ再掲】

105 教育委員会事務局

176 公園の遊具等の点検 105 － 建設局

施策目標２　犯罪を抑止する安全・安心なまちづくりを推進します

139
市職員によるあんしんパトロール事業【88ページ
再掲】

106 市民局

140 「こども１１０番の家」事業【88ページ再掲】 106 こども青少年局・各区

39 情報モラル向上に向けた取組【54ページ再掲】 106 教育委員会事務局

40
消費生活に関する情報や消費者教育にかかる
機会の提供【54ページ再掲】

106 市民局

施策目標３　日常生活を脅かす危機事象から健康を守る体制づくりを推進します

177
保育所給食における配慮を要するこどもへの個
人対応の充実

107 － こども青少年局

178
学校給食におけるアレルギーのある児童生徒へ
の対応

107 － 教育委員会事務局

179
衛生管理の推進および食中毒等事故発生時の
体制づくり

107 － 教育委員会事務局

・食物アレルギー対応サポート月間の設定。
　特定の２ヶ月間をサポート月間として設定。アレルゲンを使用しない食品（米粉を使用
したカレールウの素、マヨネーズタイプのノンエッグドレッシングなど）の導入を実施。
・個別対応食（除去食７品目）を実施。

・給食調理・衛生管理マニュアルに基づいた衛生管理を実施。
・大阪市保健所食品衛生監視と共同で学校給食巡回を実施し、衛生管理指導を行っ
た。巡回結果に応じて再巡回指導を実施。
・食中毒等事故発生時においては教育委員会事務局に情報を一元化し、関係機関等
と連携し、学校現場への適切な指示を迅速に行うとともに原因究明を行える体制として
いる。

個別対応総数：517件(平成27年10月調査)
アレルギー対応：435件、障がい児対応：50件、宗教配慮：10件、その他個別配慮：19件

推進・歩道設置延長0.38km

市内全域の公園において遊具等の点検を、日常点検と定期点検にて行っている。
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

４　こども・青少年や子育て家庭が安全・安心で快適に暮らせるまちづくりを進めます

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当所属平成27年度実績・参考数値・その他

180 食の安心・安全に関する情報提供の充実 107 － 市民局

4
感染症に関する正確な知識の普及啓発【48ペー
ジ再掲】

108 健康局

5
学校園における感染症予防の推進【48ページ再
掲】

108 教育委員会事務局

教育委員会事務局

健康局

施策目標４　災害時の被害を最小限にとどめる体制づくりを推進します

181 防火防災の体験型研修の充実強化 108 － 消防局

182 自主防災まちづくりの推進 108 － 危機管理室・各区

36 防災教育の推進【53ページ再掲】 108 教育委員会事務局

183 青少年層に対する防火・防災研修の充実強化 109 － 消防局

36 防災教育の推進【53ページ再掲】 109 教育委員会事務局

（３）こども・青少年や子育て家庭を支援する地域づくりの推進

施策目標１　地域で取り組む活動の効果的な推進を支援します

50
青少年指導員・青少年福祉委員制度の推進【56
ページ再掲】

110 こども青少年局・各区

96
男女共同参画センター子育て活動支援館及び
子ども・子育てプラザにおける相談等【73ページ
再掲】

110 こども青少年局

98
子育て活動支援事業（子ども・子育てプラザ）【74
ページ再掲】

110 こども青少年局

99
男女共同参画センター子育て活動支援館におけ
る人材育成、団体等への指導・助言【74ページ再
掲】

110 こども青少年局

69
総合型地域スポーツクラブ設立及び活動支援事
業【61ページ再掲】

110 経済戦略局

エルちゃんの“わん"デー講座　5講座・参加者数　343人

小学校81％（246校/305校）中学校85％（132校/155校）

研修の受講者人数は214,227名(5,959件）

各区で自主防災組織をを対象としたWS及び訓練等を行っており、今後も取組みの推
進を図っていく。

6 108
学校教育等におけるエイズ・性感染症予防に関
する取組の推進【48ページ再掲】
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大阪市こども・子育て支援計画個別の取組実施状況一覧表

４　こども・青少年や子育て家庭が安全・安心で快適に暮らせるまちづくりを進めます

通し
番号

取組名
計画
記載
ページ

事業目標 担当所属平成27年度実績・参考数値・その他

184 区独自の福祉施策の推進 111 － 福祉局・各区

施策目標２　仕事と生活の調和の実現に向けた取組を推進します

130
女性の活躍リーディングカンパニー認証事業【82
ページ再掲】

111 市民局

施策目標３　協働の取組を社会全体に広げる仕組みづくりを推進します

185 「大阪市協働指針」の推進 112 － 市民局

186
大阪市地域貢献活動マッチングシステム運営事
業

112 － 市民局

市民協働職員研修　3回　延べ145人受講

27年度新規登録件数83団体（27年度3月末登録件数1,094団体）
27年度マッチング件数9件（累計92件）

各区において、区の実情に応じた施策の実施
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